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The purpose of this study is two mainly. One devise selection criteria for Green-Infrastructure. And the other 
is to clarify a use and the project of the example to be able to call GI in a public works project. 
The choice technique of GI by the setting of the GI standard was able to extract GI in the public works project 
widely to some extent. I assume it a help to deploy GI where it is thought that I was born in factors such as an 
effort or the regionality of the business person in charge accidentally premeditatedly until now. 






































稲田ら 3）によって都市基盤施設と GI の代替可能性が分
析されている。さらに広瀬 4）によって GI の公共事業と
しての費用便益評価の可能性が検討されている。 
そして、両者を組み合わせたものとして、日本政策投資












本研究の目的は主に 2 つある。1 つは GI の選定基準を








本研究は 5 つの段階で構成される。 











３． GI の概要 












GI は 2000 年代になって誕生した社会資本整備について
の考え方である。欧米では同時期にこの考え方が浸透して
いったが、EU とアメリカでは GI の捉え方に違いがある。 
















図 2 国土形成計画(国交省)を基に作成した GI概念図 
 
















するもの、Q～T は上記以外で GI と公共団体との関わりが
特に深いと判断したものである。 










































成した GI 機能リストは以下の通り。(表 2) 
 
表 2 本研究の GI機能リスト 
 
（３）GI 基準の策定 
GI 機能リストを用いて GI 基準を策定する。国土形成計
画と同様に本研究での GI の基準は２つある。1 つは事例
が自然資本を活用していること。もう 1 つは事例が GI 機
能リストの 3 つの大分類のうち 2 以上の機能を有している
ことである。この 2 つの基準を満たすものが本研究で選定



















A 手づくり故郷賞 国交省総合政策局 1986 304
B 河川生態ナレッジデータベース 国交省国総研 ― 40
C 日本水大賞 日本水大賞委員会　　　　　　　　国交省 1999 73
D 全国街路事業コンクール 全国街路事業促進協議会 1989 147
E 都市景観大賞「都市景観100選」 (公財)都市づくりパブリックデザインセンター 1991 100
F 都市景観大賞「美しいまちなみ賞」 (公財)都市づくりパブリックデザインセンター 2001 90
G 都市景観大賞「都市空間部門」 (公財)都市づくりパブリックデザインセンター 2011 51
H 緑の都市賞 (公財)都市緑化機構 1981 352





K 生物多様性日本アワード (公財)イオン環境財団 2009 23
L 日本自然保護大賞 (公財)日本自然保護協会 2014 24





O にじゅうまるプロジェクト IUCN日本委員会 2011 48






















   →GI としては除外 
・事例 D において中分類の国土保全のみが存在 
   →GI としては除外 
 
５． 各顕彰の GI 事例 










（２）本研究での GI の対象施設、事業手法の分析 
顕彰の GI 候補から GI 事例を更に抽出すると、取り扱っ








での GI 整備は未発達であるということが示された。(図 3) 
また、GI の事業別割合の内訳は河川が 67％を占めてお
り、河川法で多自然型川づくりの実施が規定されているこ







































表 4 手作り故郷賞の例 














































































































































































































































































































































26 年 9 月 19日 












12) 環境省レッドリスト 2017掲載種数表  
13) 環境省第 4次レッドリスト(2012)掲載種数表 
14) 国土交通省,公共事業評価の費用便益分析に関する技
術指針（共通編）,平成 21年 6月 
15) 一般財団法人 CSO ネットワーク,「地域の力」診断ツ
ールワークブック 
16) D2.2 Final Report:Evaluation of Indicators for 
EU Policy Objectives,In・Stream,2011.03.31 


















17) WELL認証ガイドブック,2015  
18) 公共事業評価システム研究会,公共事業評価の基本的















建築学会技術報告集 第 17 巻 第 35 号，239-244，
2011 年 2月 
23) 平松宏城, LEED と WELL 新たな連携が生み出す相乗
効果 




の都市再生計画に着目して－, 平成 14 年度土地関係
研究支援事業 
26) 浦島茂, 活気を帯びてきている LEED の近況,一般社
団法人日本コンストラクション・マネジメント協会機
関紙 第 38号,2014.05 
27) 環境省,環境アセスメント制度のあらまし,2012.02 
28) 関根孝道, 環境影響評価制度をめぐる法的諸問題 














開発支援基盤整備事業,平成 12年 3月 
33) 環境省,全国の自然再生の取り組み 自然との共生を
目指して,平成 27年 3月 
34) 三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング,季刊政策・経
営研究 2017vol.1,2017 




目指して～, 平成 29年 3月 
37) 西田貴明,グリーンインフラとは何か,季刊政策・経営




39) North West England ， Liverpool City Green 
Infrastructure Strategy，「A technical document 
- the full evidence base using the five step 




40) THE NORTH WEST GREEN INFRASTRUCTURE THINK TANK 


















43) 地 方 イ ン フ ラ 縮 め 方 探 る , 日 本 経 済 新 聞 朝
刊,2018.01.18 
44) 青山俊介,「もったいない」を生業に！,土木学会誌
vol.92 no.10 October 2007,2007 
45) 国土交通省河川局河川課, ～自然と共生する社会の
実現に向けて～川本来の姿を甦らせる川づくり 自然
再生事業, 平成 14年 4月, 
http://www.mlit.go.jp/river/pamphlet_jirei/kank
yo/gaiyou/panf/kawa_jigyou/index.html 









48) 国土交通省, 観光社会資本の事例集について, 
http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/re グリーンイ
ンフラ on/kankosyakaisihon/ 




50) 国土交通省, 河川環境の整備・保全の取組み ―河川
法改正後の取組みの検証と今後の在り方― , 平成 20
年 3月, 
http://www.mlit.go.jp/common/000043242.pdf 




52) 中静透, グリーンレジリエンスの概念と発展, 総合
地球環境学研究所東北大学生命科学研究科 
53) みどりの政策の現状と課題資料－６ 




56) 農林水産省, 耕作放棄地解消事例集 
57) 総務省, 自然再生の推進に関する政策評価書,平成 20
年 4月 





62) 国土交通省都市局市街地整備課, 平成２ ５ 年度市街
地整備課関係予算概要, 平成 25年 3月 
63) 国土交通省総合政策局, 平成２７年度総合政策局関係
予算概算要求概要, 平成 26年 8月 
  
 
 
